予算要求資料
平成27年度当初予算　　支出科目　　款：民生費　　項：社会福祉費　　目：老人福祉費

	事業名　主治医研修事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　健康福祉部　高齢福祉課　介護保険者係　電話番号：058-272-8296
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11215@pref.gifu.lg
１　事業費　　        1,874千円（前年度予算額：1,874 千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	1,874
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,874

	要求額
	1,874
	937
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	937

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
介護保険制度における主治医意見書（「身体上又は精神上の障害の原因である疾病または負傷の状況等」）は、要介護認定の基礎資料として最も重要なものであるが、意見書の重要性に対する認知が不十分な状況から、提出の遅れ・書類不備などが散見し、認定審査に大きな影響を及ぼしている。

以上の課題を解消するため、医師を対象とした専門研修を実施し、意見書の趣旨の再認識とともに、その記載方法等について必要な知識を習得させ、適切な要介護認定等の実施に資することを目的とする。

（２）事業内容

○主治医研修

〔人　　数〕700人
〔回　　数〕７回（岐阜･西濃･中濃･東濃･飛騨の各圏域1回以上）
〔時　　期〕平成２７年５月～２８年３月
〔内　　容〕・介護保険制度における主治医の役割

　　　　　　・要介護認定等の仕組と基準

・主治医意見書記載の留意点
　　　　　　　　・主治医意見書の特記事項と審査会での読み取り方等

　　〔実施主体〕県　（社団法人 岐阜県医師会に委託）
　
（３）類似事業の有無
　　　無

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	委託料
	1,874
	

	合計
	1,874
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）後年度の財政負担
　　　要介護認定の適正化に関して主治医意見書は重要な役割を担うため、引き続き実施していく。
（２）事業主体及びその妥当性
　　　県下全域で、主治医意見書が適切に作成されるよう県が主体となって実施する必要がある。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	　要介護認定事務手続きにおいて、判定のための重要な要素となる「主治医意見書」の内容不備や、提出遅延の是正を図るため、医師を対象とした研修を実施し、以て認定事務処理の円滑化を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	　主治医意見書を記載する主治医に対して、継続的な研修を通して周知していくものであり、数値目標設定になじまない。



（前年度の取組）

	平成25年10月  5日　久美愛厚生病院　39名

平成25年10月10日　東海中央病院　34名

平成25年10月29日　大垣市民病院　46名

平成25年11月21日　岐阜県医師会　54名

平成25年12月14日　セラトピア土岐　51名

平成26年  1月23日　村上記念病院　78名

平成26年  2月15日　中部療護センター　16名


（前年度の成果）

	　主治医意見書の役割・記載方法等について研修を実施し、適切な要介護認定にとって重要な資料であることの認識を促し、資質の向上を図ることができた。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

◯

	高齢化の進展に伴って、要介護高齢者が増加する中、要介護認定事務の適正化はもとより、手続の迅速化も求められており、高齢者の身近なかかりつけ医である、主治医の資質向上は必要かつ重要な対策である。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○
	県下の医療機関を総括する県医師会により、統一かつ横断的な研修が実施されており、要介護認定にかかる医師の役割に対する、認識の向上につながっている。


	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

◯
	県医師会においては、介護保険福祉医療等の専門医師による「医療介護福祉連携委員会」が組織されており、介護保険現場の実情に即した、効果的な指導が実施されている。



（今後の課題）

	研修受講者の拡大とともに、主治医と市町村とのより一層の連携体制構築のための対策が必要である。



（次年度の方向性）
	要介護認定事務の適正化を促すため、必要な研修実施などの支援を継続し

ていく。


